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研究成果の概要（和文）：若年性認知症と診断された就労者への支援経験がある若年性認知症支援コーディネー
ターの連携の実態を調査した。事業所との連携は90.4％、医療機関との連携は93.5％の者があると回答し、内容
として業務内容、認知症の症状が多かった。課題は事業所の認知症への理解が乏しいこと、本人や家族が病気の
公表を拒むことであった。また、事業所や地域の専門機関・支援者との連携の実際では、＜本人の自己決定を支
援＞＜地域の支援体制の構築＞＜コーディネーターとしての確立＞等が行われていた。診断後も若年性認知症の
人が、社会的役割を継続し、QOLを保つための連携支援には、支援機関の若年性認知症への理解が最優先である
と考えられた。

研究成果の概要（英文）：We investigated the collaborative experiences of young onset dementia (YOD) 
support coordinators for providing support to workers with YOD. The coordinators collaborated with 
90.4% of the worker’s workplaces and 93.5% of the worker’s medical institutions. The most common 
points of collaboration were work task and dementia symptoms. Collaborative issues were mostly lack 
of understanding of dementia in the workplace and the refusal of the individual and/or their family 
to have the disease disclosed.
Support coordinators had the following experiences in collaborating: “self-determination support 
for the worker with YOD”, “establishment of a local support system”, and “self-establishment as 
a coordinator”. It is thought that understanding of YOD by support organizations is a top priority 
in providing collaborative support for people with YOD to maintain their quality of life after 
diagnosis.

研究分野：公衆衛生看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
一般就労をしている若年性認知症の従業員に対する支援の実態、関係機関との連携の状況を明らかにした。本研
究は、診断後も若年性認知症の人が、社会的役割を継続し、QOLを保つための、専門職による支援を検討するた
めの基礎資料になる。支援経験のある若年性認知症支援コーディネーターの経験は貴重であり、他の専門機関の
支援に転用することができると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
若年性認知症は、65歳未満の者に発症する認知症と定義され、発症率は 30-64歳の患者のう
ち 10万人年あたり約 13.4人、30〜49歳の年齢層では、発症率は 10万人年あたり 6人未満、
50〜64歳の年齢層では、発症率は 3倍高く、5年ごとに倍増したことが報告されている。若年
性認知症は、働き盛りの 50歳半ばに発症することが多く、発症時に職場では責任ある立場で仕
事をしていることも少なくない。若年性認知症と診断を受けた後も、能力に応じた就労を継続す
ることによって、社会人としての役割を果たし自己の価値や尊厳を保つことができると考える。
そのためには、若年性認知症を発症した人に対して、より早期に、就労している事業所での就労
継続支援が行われることが重要である。 

2017年に研究者らが行った事業所への聞き取り調査では、若年性認知症と診断された人は、
雇用継続への不安から自己の病状や不安、希望を言えずに一人で抱えている状況であることが
推察された。事業所が必要と考える支援では、主治医や家族、上司との連携は 56.8％、産業医の
指示は 37.4％、事業所外から就労支援を行うジョブコーチなどの支援の利用は 25.6％であり、
事業所外の支援者と連携した支援を行うといった割合は低かった。就労している若年性認知症
の人への支援制度を知る資料として、障害者職業総合センターが作成した若年性認知症を発症
した人の就労継続のためのパンフレット等がある。また、都道府県に配置された若年性認知症支
援コーディネーターはいるが、就労している若年性認知症の人が相談できる窓口は少なく、支援
体制は十分とは言えない。 
以上より、若年性認知症を発症した人が、不安なく本人の希望を言うことができ、能力にあわ
せた就労継続ができる環境を作ることが必要である。それにより、若年性認知症の人が、社会的
役割を継続し、自身の価値や尊厳といった QOLを保つことができる、就労先と地域を繋ぐ職域
地域連携が必要であると考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究では、若年性認知症の就労者本人を中心に位置づけた「職域地域連携モデル」を開発す
ることを目的として、専門職や本人への調査を通して、事業所と事業所外の支援を連携するため
の課題を明らかにする。就業先と地域を繋ぐ職域地域連携モデルは、診断後も若年性認知症の人
が、社会的役割を継続して担い、自身の価値や尊厳といった QOLを保つための支援への示唆を
得ることができると考える。 
 
３．研究の方法 
地域と職域の連携を検討するにあたり、一般就労している若年性認知症の人の職域、地域連携
についての現状と課題等について（１）質問紙調査及び（２）聞き取りによる実態調査を行った。
対象は、全国の若年性認知症支援コーディネーター（以下、支援コーディネーター）である。ま
た、これまでの研究による知見を総合して、連携について検討を加えた。 
（１）質問紙調査 
全国の支援コーディネーターに対して、郵送による無記名自記式質問紙調査を実施した。調査
票の回収は研究者宛ての返信により行った。調査項目は、基本属性、所属施設の概要、支援コ
ーディネーターの配置、一般就労継続支援の有無、有の場合には医療機関及び事業所との連携
の状況、課題と工夫、支援コーディネーターが行う就労継続支援に必要なことなどであり、基
本統計量を算出した。自由記述は質的に分析を行った。 
（２）聞き取り調査 
支援コーディネーターへの全国調査の際に同意の得られた方、及び機縁法を用いて先駆的
に若年性認知症の就労支援を行っている支援コーディネーターを対象として、個別・グループ
による対面またはオンラインでインタビューを行った。対面のインタビューは、対象者の居住
地の公共施設、または指定された会議室等で行った。インタビュー内容は、属性及び支援経験
であり、一般就労している若年性認知症の人の就労支援の現状、支援における職域や地域との
連携の経験などであった。データは、質的記述的分析方法を用いた。 
 いずれの調査も金沢大学医学倫理審査委員会の承認を得て行った。 
 
４．研究成果 
（１）質問紙調査 
①対象の属性 
全国 74施設へ調査票を郵送し、一般就労支援について支援コーディネーター37名から回答
があった。そのうち支援経験のある者は 56.8％、所有資格（複数回答）は、精神保健福祉士
が最も多く 16名（43.2％）、次いで、社会福祉士 12名（32.4％）、看護師 9名（24.3％）であ
った。兼任している者の一週間の勤務時間は、10 時間未満が最も多く 12 名（63.2％）で半数
以上だった。勤務形態は、経験のある者は専任 13名（61.9％）、兼任は 5名（31.3％）であっ
た。 



企業や市町村を対象とした若年性認知症についての啓発活動を行った者は、就労支援経験
がある者は 17名（81.0％）であり、経験がある者の方が啓発活動を行った割合が有意に高か
った（ｐ<0.01）。情報共有のための支援計画書の使用では、就労支援経験の有無にかかわらず
使用していない者がいずれも 9 割以上であった。就労支援の経験人数の中央値は 5.5 人であ
り、支援コーディネーターにより人数は異なっていた。 
②企業・医療機関との連携の実態 
企業と連携している者は 90.4％、連携上の課題は若年性認知症への理解が乏しいことが多
かった。連携内容は、業務内容の相談、認知症の症状がいずれも 14名（66.7％）と最も多く、
次いで配置転換 12 名（57.1％）、休職・復職時期 11名（52.4％）であった。連携上の課題は、
若年性認知症への理解が乏しい 15名（71.4％）、支援コーディネーターの存在や仕事内容につ
いて認知されていない 13 名（61.9％）、支援対象者やその家族が病気を公表することを拒む
10 名（47.6％）であった。連携相手は、上司 85.7％、人事・総務 71.4％、産業医 38.1％、産
業保健師・看護師14.3％であり、とくに重要だと考える相手は、上司85.7％、人事・総務66.7％、
産業保健師・看護師 9.5％だった。 
医療機関と連携している者は 95.3％であった。連携上の課題は支援対象者や家族が病気の
公表を拒む、就労支援中に利用できる社会資源が少ないがともに 4名（19.0％）であった。連
携内容は、認知症の症状 15 名（71.4％）が最も多く、次いで認知能力の変化 11名（52.4％）、
受診同行 9名（42.9％）であった。連携相手では、認知症専門医 57.1％、看護師 42.9％、精
神保健福祉士、医療ソーシャルワーカーが共に 38.1％であり、とくに重要だと考える相手は、
認知症専門医 47.6％、精神保健福祉士 38.1％、看護師、医療ソーシャルワーカーが共に 33.3％
であった。 
本調査では、企業との連携の課題において、企業の若年性認知症への理解が乏しいと考える 
割合が約 7割であり、働き盛りの労働者が認知症を発症する可能性があることへの周知・啓発
が重要であることが示された。また、医療機関は、当事者が受診する最初の窓口である。疾患
に関する連携を行っている状況であると考えられたが、医療機関においても本人の思いを傾
聴し、必要な支援先につなげられるよう、関係機関を理解するための研修が必要である。他方
で、本人からの同意を得ることが難しい状況があった。仕事の継続への不安、偏見への恐れ、
先の見えなさなどの状況があると考えられるが、企業や医療機関と今後の支援を検討するう
えで重要であり、課題に対する取り組み、支援体制の整備と情報の共有が必要である。 
本結果は学術誌に投稿し現在査読対応中である。 

（２）インタビュー調査 
①支援コーディネーターにおける地域や職域との連携の経験 
調査協力者は 13名であった。支援コーディネーターが行っている就労継続を通じて本人を  
エンパワー出来る職域地域連携に関わる経験を質的記述的に分析した結果、以下のカテゴリ
ーが抽出された。支援コーディネーターは、本人の思いや葛藤等の状態を把握し、本人の選択
を促すかかわりや環境づくりを行うとともに、家族の協力を得て＜本人の自己決定への支援
＞を行っていた。また、本人と会社が実現可能な選択肢を提案したり主治医の意見を伝えたり
することにより職場と本人を仲介していた。加えて、職場に認知症の人への理解を求め、職場
環境を調整するなど職場をサポートする一方で、休職中の過ごし方の支援をするなど、＜就労
と活動の機会を確保＞が出来るように支援していた。関係機関との間で情報提供を行い、機関
の役割を知っていただいたり、協力機関をつないだり、新たな資源を開発する取り組みを通し
て＜地域の支援体制を構築＞していた。連携先の支援コーディネーターへの認知が進み、就労
継続への支援につながるよう、自身の若年性認知症の支援経験や専門のスキルを活かし、＜支
援コーディネーターとしての確立＞を意識して活動していた。 
以上より、円滑な就労継続支援のために関係機関と連携を図るためには、支援コーディネー
ターの役割や意図を、本人や事業所、関係機関に知ってもらうことが重要である。 
 
（３）まとめ 
本研究では、若年性認知症に関する支援に関わる関係者のネットワークの調整役として活
動する支援コーディネーターの視点で、地域や職域の連携について調査を行った。一般就労中
の方を支援する際には、本人の同意を得て事業所に関わることになるが、そのための前提とし
て、事業所の若年性認知症への理解が進むこと、事業所内の支援制度にとどまらず事業所外の
支援制度について周知が進むことが重要であると考えられた。本人のエンパワーにつながる
職域と地域の連携には、本人の思いや葛藤を理解した自己決定への支援とともに、職場や地域
の関係機関が支援にあたる専門職の存在を理解すること、なにより若年性認知症の理解を高
めることが最も重要であると考えられた。インタビューで語られた事例からは、地域の様々な
支援機関・専門職がチームとして支援を検討している様子が伺えた。若年性認知症は疾患罹患
率が多くないことから、このような事例を通して、連携モデルを提案し、地域に応じた支援体
制が作られることが必要であると考えられた。 
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